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１．はじめに 

一般的に都市・地域機能構造とは、交通軸、環境

軸、土地利用ゾーン、各種都市機能の拠点により、

都市の構造が表現されたものである。本研究では、

都市基盤施設を都市機能と捉え、都市機能から生じ

る各種活動を都市活動と捉え、これら活動をつかさ

どる各種都市機能の関連関係及び空間的構成を表現

したものを都市・地域機能構造として捉えることと

し、都市・地域計画における都市整備構想段階の都

市・地域機能構造設計プロセスに着目し、最適化理

論を導入した「都市・地域機能構造設計モデル」の

開発をめざしたシステムの構築を論じることとした。

また、都市・地域機能構造設計モデルにおいて、交

通体系を人・物の流動という観点から、特徴的な流

動パターンを求め、その結合状態が地域間の活動機

能関係、都市機能の関連関係を表すものとして把握

し、これらに基づき都市・地域機能構造設計モデル

を明示的に構築し数理モデル化した。 

 

２．都市・地域機能構造設計の概念 

都市・地域機能構造の設計は、構想計画の段階で

概念的なレベルで検討が行われていくが、これを受

けて策定・検討される都市機能設計を、先取り的に

検討しておくことによって、より実現可能性が高い

都市機能レベルのマスタープランをスムーズに検討

することができる。なお、ここでは、①問題点・課

題点の抽出、②都市・地域機能構造設計の基本方針

の明確化、③機能的将来フレームの設定、④将来都

市・地域機能構造案の策定という４つのステージに

分類して都市・地域機能構造を設計することとした。 

 

３．都市・地域機能構造設計モデルの構築 

本研究では、対象地として沖縄本島を取り上げ、

本県が現在観光業を中心とした第３次産業主体の産

業構造で成り立っており、その性格を積極的に生か

し自立的発展の基礎条件を整備し、豊かな地域社会

を形成することを図り、「活力のある沖縄県」を実現

することを目標としていることから、この地域が将

来進むべき発展方向を、地域特性を積極的に生かす

とともに、自立的発展の基礎条件を整備することに

よって、豊かな地域社会を形成し、更なる産業振興

を図ることと想定した。また、新たな交通基盤の整

備をめざし都市・地域機能構造設計を行った。 

これらから本設計問題を、第１次産業と組み合わ

せ観光・リゾート産業を中心とした第３次産業機能

と、現在賢明に開発を行いつつある第２次産業機能

等の立地点・規模を対象とし、それぞれの販売額、

出荷額の総和の最大化問題として定式化した。 
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４．沖縄本島を対象とした実証的検討 

（１）統計的手法を用いた沖縄本島の地域特性分析 

 構築した都市・地域機能構造設計モデルを、沖縄

本島を対象として適用するにあたって、沖縄本島の

地域特性について分析を行った。本研究では、沖縄

本島を 33 地区に分割し、都市機能配分の現状把握と、

それらを結ぶ流動状態を把握するという目的から、

各種統計データを用いて主成分分析、クラスター分

析を行い、地域構造分析を行った。さらに、沖縄本

島の各地区で発着するトリップ特性についても分析

を行った。 

（２）都市・地域機能構造設計方針と将来機能フレ

ームの設定に関する検討 

 都市・地域機能構造設計方針について、沖縄本島

の問題点・課題点、将来目標像、動向等をもとに検

討を行った結果、沖縄本島においては居住機能の新

規導入及び第３次産業・第２次産業機能の新規導入

を考慮した都市・地域機能構造設計が求められる。

したがって方針としては、今後集積が高まると考え

られる居住機能、第２次産業機能、第３次産業機能

を中心としたまちづくりのために効果的・効率的な

都市・地域機能構造設計をする必要がある。さらに、

沖縄本島全域における各地区の機能的関連をより有

機的に結合するための施策が必要であると考えた。

これを受けて、新たに導入する都市機能に関して都

市がめざす将来像を達成できるような全体レベルで

の機能的将来フレームの設定を行った。（表‐1） 

表‐1 都市機能の将来フレーム 

導入機能 将来フレーム

第３次産業機能 155ha

第２次産業機能 347ha

居住機能 11,463ha  

（３）機能構造設計モデルの適用と結果の考察 

 都市・地域機能構造設計モデルの適用の際に、①

現状のままで機能導入を行うパターン、②南部、中

部、北部の中心地区の土地利用を高度化しながら機

能導入を行うパターン、③「集中・分散型システム」

の導入を考慮し、中心地区に加えてそれぞれ副核を

構成し、これらの土地の高度利用をしながら機能導

入を図るパターンの３パターンについてモデル分析

を行った。それぞれのパターンの目的関数値と第３

次産業販売額を図-2 に示す。 
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図-1 各パターンでの目的関数値の比較 

これより、パターン③の中心核と副核の高度利用

を図りながら機能導入を行うことが最も効果的であ

るという結果が得られた。すなわち、中心地区であ

る那覇市、沖縄市、名護市はもちろん、他の副核に

も同様に産業機能を導入することが効果的であるこ

とがわかった。今回、構築した都市・地域機能構造

モデルを適用することによって、最適な都市機能の

配置が行われた。沖縄本島が観光業を中心とした第

２次産業や第３次産業を活性化させようとするなら

ば、地域構造分析によりリゾート中心地域としての

特徴が明らかとなった沖縄本島西海岸沿いは土地利

用を高度化しながら商業・サービス業機能を中心と

した機能を導入することが効果的であることがわか

った。さらに、その導入された都市機能と基幹産業

である観光業が、北・中・南部のそれぞれの拠点地

区を中心として連携して振興できれば、より適切な

都市・地域機能構造となっていくと考えた。また、

それにより中心地域とその周辺地域の間の関連性は

強まることとなるため、都市内流動がスムーズに行

えるような都市内の幹線軸が必要であるといえる。

また、全体的に都市内の流動が増加すると考えられ

ることからも、交通機能の全般的な強化は不可欠で

あり、地域外からの来訪者に対応した南北を縦断す

る広域幹線交通軸の整備が必要であるといえる。 

 

６．おわりに 

 本研究の都市・地域機能構造設計の検討では、３

つの都市機能を考慮して行ったが、今日の多様化・

複雑化している社会、あるいは個々に特色ある地域

特色を踏まえた上で、各都市機能をより細分化して

モデル分析に取り入れていくことが望ましいと考え

られる。さらに、モデルの適用・都市機能の配置を

受け、南北の交通網の整備が必要であると考えられ

たため、今後は新たな交通システムの導入を検討し

ていく必要があると考えられる。 
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